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デジタル・トランスフォーメーション株式ファンド
＜愛称：ゼロ・コンタクト＞

運 用 実 績

※当レポートでは基準価額および分配金を１万口当たりで表示しています。
※当レポート中の各数値は四捨五入して表示している場合がありますので、それを用いて計算すると誤差が生じることがあります。
※当レポートのグラフ、数値等は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。

※分配金込み基準価額の推移は、当ファンドに分配金実績があった場合に、当該分配金（税引前）を再投資したものとして
計算した理論上のものである点にご留意ください。

※基準価額は、信託報酬（後述の「手数料等の概要」参照）控除後の値です。
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＜基準価額の推移グラフ＞

純資産総額（右軸） 分配金込み基準価額（左軸） 基準価額（左軸）

※基準価額の騰落率は、当ファンドに分配金実績があった場合に、当該分配金（税引前）
を再投資したものとして計算した理論上のものである点にご留意ください。

※分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向などを勘案して決定します。
ただし、分配対象額が少額の場合には分配を行なわないこともあります。

※マザーファンドの投資状況を反映した実
質の組入比率で、対純資産総額比です。

設 定 日 ： 2020年7月31日 償 還 日 ： 無期限 決 算 日 ： 原則、毎年6月7日

収 益 分 配 ： 決算日毎 基 準 価 額 ： 14,439円 純 資 産 総 額 ： 2,294.62億円

投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額
は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよくお読みく
ださい。
■当資料は、投資者の皆様に当ファンドへのご理解を高めていただくことを目的として、アモーヴァ・アセットマネジメントが作成した販売用資
料です。掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境や運用成果などを保証するものではありません。

＜基準価額の騰落率＞

１ヵ月 ３ヵ月 ６ヵ月 １年 ３年 設定来

-8.45% -15.79% -7.38% 10.87% 188.90% 44.39%

＜分配金実績（税引前）＞

21･6･7 22･6･7 23･6･7 24･6･7 25･6･9

0円 0円 0円 0円 0円

＜資産構成比＞

株式 98.4%  

うち先物 0.0%  

現金その他 1.6%  

＜基準価額騰落の要因分解＞

前月末基準価額 15,772円 

株式 -1,046円 

為替など -265円 

分配金・その他 -23円 

当月末基準価額 14,439円 

要
　
因

※上記の要因分解は、概算値であり、実際の
　基準価額の変動を正確に説明するものでは
　ありません。傾向を知るための参考値とし
　てご覧ください。
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※下記データはマザーファンドの状況です。比率は、マザーファンドの純資産総額に対する比率です。ポートフォリオの内容

投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額
は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよくお読みく
ださい。
■当資料は、投資者の皆様に当ファンドへのご理解を高めていただくことを目的として、アモーヴァ・アセットマネジメントが作成した販売用資
料です。掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境や運用成果などを保証するものではありません。

＜通貨別組入上位10通貨＞

通　貨 比率

アメリカドル 97.8%

ユーロ 1.0%

日本円 0.6%

＜業種別組入上位10業種＞

業　種 比率

ソフトウェア・サービス 32.0%

メディア・娯楽 25.0%

金融サービス 16.4%

半導体・半導体製造装置 11.3%

消費者サービス 7.1%

一般消費財・サービス流通 6.1%

テクノロジー・ハードウェア 1.4%

＜国・地域別組入上位10ヵ国＞

国・地域名 比率

アメリカ 79.5%

カナダ 7.4%

台湾 3.5%

中国 2.3%

ルクセンブルク 1.8%

イギリス 1.4%

ケイマン諸島 1.3%

オランダ 1.0%

イスラエル 0.6%

日本 0.6%

投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額
は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよくお読みく
ださい。
■当資料は、投資者の皆様に当ファンドへのご理解を高めていただくことを目的として、アモーヴァ・アセットマネジメントが作成した販売用資
料です。掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境や運用成果などを保証するものではありません。

＜組入上位10銘柄＞（銘柄数：45銘柄）

銘　柄　名 通　貨 国・地域名 業　種 比率

1 SHOPIFY INC - CLASS A アメリカドル カナダ ソフトウェア・サービス 7.4%

2 ROBINHOOD MARKETS INC - A アメリカドル アメリカ 金融サービス 6.2%

3 PALANTIR TECHNOLOGIES INC-A アメリカドル アメリカ ソフトウェア・サービス 5.0%

4 ROKU INC アメリカドル アメリカ メディア・娯楽 5.0%

5 ADVANCED MICRO DEVICES アメリカドル アメリカ 半導体・半導体製造装置 5.0%

6 ROBLOX CORP -CLASS A アメリカドル アメリカ メディア・娯楽 4.6%

7 ALPHABET INC-CL C アメリカドル アメリカ メディア・娯楽 3.7%

8 COINBASE GLOBAL INC -CLASS A アメリカドル アメリカ 金融サービス 3.7%

9 TAIWAN SEMICONDUCTOR-SP ADR アメリカドル 台湾 半導体・半導体製造装置 3.5%

10 META PLATFORMS INC-CLASS A アメリカドル アメリカ メディア・娯楽 3.3%

※個別の銘柄の取引を推奨するものではありません。

※上記銘柄については将来の組入れを保証するものではありません。

※国・地域名はアモーヴァ・アセットマネジメントが信頼できると判断したデータに基づき、主として、各銘柄の本社所在地を表示

　しています。
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◎市場環境

１月の主要株式市場は、世界景気の拡大と主要企業の堅調な決算発表を好感し、上昇しました。為替市場では、円相場は対

ドルで円高ドル安となり、円ベースではほぼ横ばいとなりました。セクター別では、エネルギー、素材、資本財・サービスな

どのセクターが相対的に好調となる一方、情報技術、一般消費財・サービス、金融などのセクターは出遅れました。

当ファンドでは、破壊的イノベーション株式は単に回復しているだけでなく、再評価されている段階にあると考えています。

暗号資産、人工知能（ＡＩ）、医療分野などにおける政策変更や、予算調整措置法案における減価償却軽減措置などの財政措

置に支えられ、構造的な追い風が形成されつつあり、これらは米国の競争力を高め、外国投資を誘致する可能性があります。

米国のトランプ大統領の成長重視政策、そしてＡＩ、ロボット工学、エネルギー貯蔵、マルチオミクスにおける画期的な進歩

と相まって、これらの力は生産性とイノベーション主導の成長の新たな波を引き起こす可能性があります。

◎運用概況

当月の基準価額は、前月末比で下落しました。

個別銘柄では、アドバンスト・マイクロ・デバイセズ（半導体・半導体製造装置）は、世界最大級の先端技術の見本市にお

いて、新しいプロセッサーや人工知能（ＡＩ）向け半導体のロードマップに関するより詳細な説明、ＡＩ教育への取り組み、

戦略的パートナーシップへのコミットメントなど、ＡＩに関連する重要な進展の発表を受けて株価が上昇し、プラスに寄与し

ました。CoreWeave（ソフトウェア・サービス）は、米半導体大手による大規模投資などが好感されてプラスに寄与しました。

台湾積体電路製造（半導体・半導体製造装置）は、好調な2025年第４四半期決算を発表し、ＡＩ需要を受けた設備投資計画の

大幅な拡大や、売上成長の良好な見通しが、株価の上昇につながりました。メタ・プラットフォームズ（メディア・娯楽）は、

2025年第４四半期決算が市場予想を大きく上回り、株価が上昇しました。売上高が前年同期比で大きく拡大し、全般的に日次

アクティブ・ユーザー数が増加するなど、力強い内容となりました。経営陣は、翌四半期の売上高が前年同期比で増加すると

の見通しとともに、ＡＩ関連の設備投資の増加にもかかわらず収益性の改善と好調な業績見通しを示しました。アルファベッ

ト（メディア・娯楽）は、大規模な導入や新製品の発表を通じてＡＩ事業を拡大していることが追い風となりました。同社の

生成ＡＩは、米スマートフォン大手の基盤モデルやアップグレードされた音声アシスタントに採用されました。また、傘下の

検索エンジン企業は、米ＥＣプラットフォームと提携してＡＩ購買の共通プロトコルを導入し、小売業者がＡＩエージェント

をより簡単に導入できるようにしました。ＡＩモードや生成ＡＩアプリでは、新たにチャット内で決済する機能が導入される

予定です。さらに、主要製品に生成ＡＩを統合して、ユーザーの長年の情報を活用するＡＩパーソナライズ機能の試験運用を

開始したことに加え、ウェブブラウザに複雑なマルチステップ作業を自動化する自動ブラウズ機能などを追加しました。

一方、ショッピファイ（ソフトウェア・サービス）とロク（メディア・娯楽）は、地政学的緊張の高まりや貿易戦争に対す

る懸念を受けてテクノロジー株全般が下落するなか、マイナスに寄与しました。パランティア・テクノロジーズ（ソフトウェ

ア・サービス）は、企業向け事業のモメンタムが力強さを示しているものの、割高なバリュエーションや売上高の伸びが鈍化

する可能性が懸念されて株価が下落圧力に晒され、マイナスに寄与しました。同社は、米国のＡＩデータ企業との提携強化を

発表したほか、韓国の重工業企業と大型契約を締結し、重工業分野での存在感を高めています。ロビンフッド・マーケッツ

（金融サービス）は、暗号資産価格の下落に伴い、軟調に推移しました。同社は、米国政府が発表した米国で生まれた子供に

開設する税制優遇口座「トランプ口座」を管理する企業の候補として検討されています。コインベース・グローバル（金融

サービス）は、暗号資産市場の悪化やレバレッジ解消の動きなどを背景に、株価が下落しました。月の後半に暗号資産価格が

下落し、スポット取引高が減少したことを受けて、取引に基づく手数料収入が業績にもたらす影響が懸念されたほか、規制面

および法的な懸念が再び浮上しました。

当月の投資行動としては、独自のＡＩアクセラレーターやネットワーキング・インフラを構築するハイパースケーラー向け

の専用チップを請け負う主要企業として戦略的な立場を築いていることなどを理由に、ブロードコム（半導体・半導体製造装

置）を新規に組み入れました。同社は、大手クラウドプロバイダーやＡＩ関連企業向けの重要な設計・製造パートナーとして

台頭しており、これらの企業では汎用性の高いＧＰＵに比べてパフォーマンスを最適化し、コストを低減する専用チップのソ

リューションを採用するケースが増えています。ＡＩインフラ市場が急速に拡大するなか、業界が従来のＧＰＵベンダーから、

ＡＩの学習・推論・ネットワーク処理向けに最適化された用途特化型ハードウェアへと移行しつつあることを考慮すると、同

社の専用チップに関する提携は、同社に持続的な競争優位性をもたらすとみています。また、優れた実行力を示すとともに、

ハイパースケーラーとの深い技術提携を通じて高い参入障壁を維持し、市場セグメントで製品リーダーシップを発揮している

ことから、2030年までにＡＩコンピューティング投資の規模を大きく拡大すると予想しています。当ファンドでは、顧客が集

中している点や垂直統合が進む可能性に関するリスクを認識しているものの、同社はこの長期的なシフトが加速するなかで大

きな価値を獲得できる優位な立場にあるとの高い確信を維持しています。

運 用 コ メ ン ト ※運用方針等は作成基準日現在のものであり、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。

※ファンドにおける各銘柄の保有比率は、投資行動だけではなく当該銘柄の株価変動等によっても変化するため、

買い増しや一部売却をした場合に、当該銘柄の保有比率の変動の方向性が一致しない場合があります。例えば、買

い増しした銘柄の保有比率が前月末と比較して低下している場合や、一部売却した銘柄の保有比率が前月末と比較

して上昇している場合があります。

投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額
は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよくお読みく
ださい。
■当資料は、投資者の皆様に当ファンドへのご理解を高めていただくことを目的として、アモーヴァ・アセットマネジメントが作成した販売用資
料です。掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境や運用成果などを保証するものではありません。
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◎今後の見通し

世界経済はオフラインからオンラインへ、対面からデジタルへと移行しつつあります。娯楽と仕事の両面

において成長を牽引するのは、「ゼロ・コンタクト（非接触型）」やフリクションレス（手間やストレスが

ない状態）であるとみています。この長期的なトレンドはモバイル・インターネットから始まり、新型コロ

ナウイルスが世界で流行する間に加速し、消費者や企業の行動様式を恒久的に変化させたと考えています。

世界の大手企業2,000社にとって、最も緊急性の高い取り組みはＤＸ（デジタル・トランスフォーメーショ

ン）、つまりクラウドやモバイル・コンピューティングをベースにデジタルによる業務フローを活用してビ

ジネスを再構築することです。テクノロジーは、手作業を自動化することで農業や製造業をすでに大きく変

化させており、長期的な生産性の向上をもたらしています。

当ファンドでは、今後数十年の間にクラウド・コンピューティングや人工知能（ＡＩ）のようなテクノロ

ジーによって、データ収集、分析、営業およびマーケティング、顧客サービスなどその他の頭脳労働が自動

化されるとみています。ＡＩを活用したクラウドインフラを用いることで、企業のソフトウェア支出は、

2019年から2024年までの18％から、2030年までに33％に加速すると予想しています。ＡＩ開発を加速させる

プラットフォーム・アズ・ア・サービス（ＰａａＳ）の提供が、最も急速な成長をみせるカテゴリーになる

とみられます。全体では、ソフトウェアへの支出は2024年の約１兆2,500億ドルから2030年までに約７兆ドル

に拡大すると予想しています。

また、ストリーミングによって、消費者はビデオ、オーディオ、ゲームの膨大なコンテンツ・ライブラ

リーにアクセスできます。ストリーミングはコンテンツ配信における主要なテクノロジーになり、視聴習慣

の新しい形態になると考えています。ユーザーはオンデマンドのエンターテインメントをあらゆる形態で視

聴することを期待しています。世界のストリーミングの売上は、2024年の推定1,368億ドルから2030年までに

2,907億ドルになるとみられ、今後５年間で大きく拡大すると予想しています。

※運用方針等は作成基準日現在のものであり、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。

※ファンドにおける各銘柄の保有比率は、投資行動だけではなく当該銘柄の株価変動等によっても変化するため、

買い増しや一部売却をした場合に、当該銘柄の保有比率の変動の方向性が一致しない場合があります。例えば、買

い増しした銘柄の保有比率が前月末と比較して低下している場合や、一部売却した銘柄の保有比率が前月末と比較

して上昇している場合があります。

投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額
は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよくお読みく
ださい。
■当資料は、投資者の皆様に当ファンドへのご理解を高めていただくことを目的として、アモーヴァ・アセットマネジメントが作成した販売用資
料です。掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境や運用成果などを保証するものではありません。

運 用 コ メ ン ト
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※「組入上位10銘柄の銘柄概要」は、個別銘柄の取引を推奨するものでも、将来の組入れを保証するものでもありません。
※記載の内容は、アーク社等による作成基準日現在のものであり、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。ご 参 考 情 報

投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額
は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよくお読みく
ださい。
■当資料は、投資者の皆様に当ファンドへのご理解を高めていただくことを目的として、アモーヴァ・アセットマネジメントが作成した販売用資
料です。掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境や運用成果などを保証するものではありません。

＜組入上位10銘柄の銘柄概要＞

1 SHOPIFY INC - CLASS A / ショッピファイ オンラインサービス

2 ROBINHOOD MARKETS INC - A / ロビンフッド・マーケッツ 遠隔提供サービス

3 PALANTIR TECHNOLOGIES INC-A / パランティア・テクノロジーズ 遠隔提供サービス

4 ROKU INC / ロク ストリーミングメディア

5 ADVANCED MICRO DEVICES / アドバンスト・マイクロ・デバイセズ 遠隔提供サービス

6 ROBLOX CORP -CLASS A / ロブロックス オンラインサービス

7 ALPHABET INC-CL C / アルファベット ストリーミングメディア

8 COINBASE GLOBAL INC -CLASS A / コインベース・グローバル 非接触型決済

9 TAIWAN SEMICONDUCTOR-SP ADR / 台湾セミコンダクター 遠隔提供サービス

10 META PLATFORMS INC-CLASS A / メタ・プラットフォームズ ストリーミングメディア

同社が運営するオンライン・プラットフォームでは、ユーザーが、様々な仮想空間に入り、個人が開発し配信したゲームでプレイ
することができる。個人向けのデジタル・エンターテイメントにおいてリーダー的存在で、ゲーム内での購入などの魅力的な収入
機会などから、今後も成長が期待される。

アルファベットはGoogleサービス（検索、Android、Chrome、YouTube）、Google Cloud、およびAlphabet DeepMindを運営。検索
をマルチモーダルで生成AIに支援された発見のプラットフォームへと変革。原動力はGemini、AIネイティブな検索モダリティの拡
大、エージェント機能。

暗号資産の規制企業で2012年に設立。最も信頼される暗号資産取引所の1つである。同社は暗号資産に関連する各種サービスを提
供していることから、市場の拡大と連動して成長することができると見られる。

コンピューターや自動車など向けの半導体メーカー。ムーアの法則が限界に近づく中で最新工場を建設できる規模と技術力を持つ
企業は限られます。また、CPUの性能以外では、カスタマイズとASIC（特定用途向け半導体）の設計が重要な差別化ポイントで
す。同社は、世界最大級かつ最先端の受託製造工場を持ち、こうした潮流の恩恵を受けると考えられる。

世界最大のソーシャルメディア会社で、フェイスブック、インスタグラム、メッセンジャー、ワッツアップなどのグループ企業の
アプリを通して世界各国のユーザーを結んでいる。

ショッピファイは、eコマース会社で、カナダ、米国、英国、オーストラリアなど各国の中小事業者に対してクラウドベースのマ
ルチチャネル・プラットフォームを提供している。同社プラットフォームは、販社および顧客に対して、様々な販売チャネルでの
商品販売・購入を可能にする。

アプリベースのオンライン証券会社で、投資家が無料で株式や暗号資産の取引を行うことができる。個人投資家にとって革新的な
サービスであり、高いブランド力を構築し、新たな顧客を速いペースで獲得している。顧客基盤をもとに、暗号資産など新たな金
融商品を販売することが可能である。

情報分析ソフトウエアを開発するソフトウエア開発会社で世界各地で事業を展開。政府機関や大企業向けにデータ統合とアナリ
ティクスを提供。

家庭用ビデオストリーミング端末やテレビのプラットフォームとなるオペレーティングシステム（OS）を提供する。同社のビデオ
ストリーミング用機器の設置数は最大級であり、テレビ視聴のスタイルがケーブルテレビからストリーミングへシフトする中で、
大きな成長が期待される。

半導体メーカー。企業および個人向けに、マイクロプロセッサー、埋め込みマイクロプロセッサー、チップセット、グラフィク
ス、動画、マルチメディア製品および関連技術の提供を行う。

※「投資カテゴリー」はアーク社が考える分類です。

＜規模別構成比率＞

時価総額 比率

超大型株（500億米ドル以上） 56.0%

大型株（100億米ドル以上500億米ドル未満） 36.6%

中型株（20億米ドル以上100億米ドル未満） 5.6%

小型株（20億米ドル未満） 1.8%

＜投資カテゴリー別比率＞

投資カテゴリー 比率

オンラインサービス 25.6%

非接触型決済 24.8%

遠隔提供サービス 24.1%

ストリーミングメディア 14.5%

リモートワーク 11.0%
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投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額
は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよくお読みく
ださい。
■当資料は、投資者の皆様に当ファンドへのご理解を高めていただくことを目的として、アモーヴァ・アセットマネジメントが作成した販売用資
料です。掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境や運用成果などを保証するものではありません。

ご 参 考 情 報

MSCI-WORLDインデックス
（税引後配当込み、円ヘッジなし・円ベース）
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※上記グラフの指数は当ファンドのベンチマークではありません。

※MSCI-WORLDインデックス（税引後配当込み、円ヘッジなし・円ベース）に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利はMSCI Inc.に帰属します。

※上記グラフは、当ファンドの設定時を100として作成日現在知りえた情報に基づいて指数化しています。
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投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額
は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよくお読みく
ださい。
■当資料は、投資者の皆様に当ファンドへのご理解を高めていただくことを目的として、アモーヴァ・アセットマネジメントが作成した販売用資
料です。掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境や運用成果などを保証するものではありません。
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■お申込みメモ
商品分類 追加型投信／内外／株式
購入単位 販売会社が定める単位

※販売会社の照会先にお問い合わせください。
購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額
信託期間 無期限（2020年7月31日設定）
決算日 毎年6月7日（休業日の場合は翌営業日）
収益分配 毎決算時に、分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向などを勘案して決定します。

ただし、分配対象額が少額の場合には分配を行なわないこともあります。
※将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額
購入・換金申込不可日 販売会社の営業日であっても、購入・換金の申込日がニューヨーク証券取引所の休業日また

はニューヨークの銀行休業日に該当する場合は、購入・換金の申込みの受付は行ないませ
ん。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して6営業日目からお支払いします。
課税関係 原則として、分配時の普通分配金ならびに換金時および償還時の差益は課税の対象となりま

す。
※課税上は、株式投資信託として取り扱われます。
※公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合に少額投資非課税制度（NISA）の
適用対象となります。
※当ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社に
より取扱いが異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
※配当控除の適用はありません。
※益金不算入制度は適用されません。

■手数料等の概要
投資者の皆様には、以下の費用をご負担いただきます。
＜申込時、換金時にご負担いただく費用＞
購入時手数料 購入時の基準価額に対し3.3％（税抜3％）以内

※購入時手数料は販売会社が定めます。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
※収益分配金の再投資により取得する口数については、購入時手数料はかかりません。

換金手数料 ありません。
信託財産留保額 ありません。
＜信託財産で間接的にご負担いただく（ファンドから支払われる）費用＞
運用管理費用
（信託報酬）

ファンドの日々の純資産総額に対し年率1.7985％（税抜1.635％）

その他の費用・手数料 目論見書などの作成･交付および計理等の業務に係る費用（業務委託する場合の委託費用を
含みます。）、監査費用、運用において利用する指数の標章使用料などについては、ファン
ドの日々の純資産総額に対して年率0.1％を乗じた額の信託期間を通じた合計を上限とする
額が信託財産から支払われます。
組入有価証券の売買委託手数料、資産を外国で保管する場合の費用、借入金の利息および立
替金の利息などがその都度、信託財産から支払われます。
※運用状況などにより変動するものであり、事前に料率、上限額などを表示することはでき
ません。また、有価証券の貸付は現在行なっておりませんので、それに関連する報酬はかか
りません。

※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

■委託会社、その他関係法人
委託会社　 アモーヴァ・アセットマネジメント株式会社
投資顧問会社 アモーヴァ・アセットマネジメント・アメリカズインク
受託会社　 三井住友信託銀行株式会社
販売会社 販売会社については下記にお問い合わせください。

アモーヴァ・アセットマネジメント株式会社
 〔ホームページ〕　www.amova-am.com
 〔コールセンター〕　0120-25-1404 （午前9時～午後5時。土、日、祝・休日は除く。）

※投資者の皆様にご負担いただくファンドの費用などの合計額については、保有期間や運用の状況などに応じて異なり
ますので、表示することができません。
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■お申込みに際しての留意事項
○リスク情報

投資者の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、
投資元金を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者（受益者）の
皆様に帰属します。なお、当ファンドは預貯金とは異なります。
当ファンドは、主に株式を実質的な投資対象としますので、株式の価格の下落や、株式の発行体
の財務状況や業績の悪化などの影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。
また、外貨建資産に投資する場合には、為替の変動により損失を被ることがあります。

主なリスクは以下の通りです。

価格変動リスク
・株式の価格は、会社の成長性や収益性の企業情報および当該情報の変化に影響を受けて変動し

ます。また、国内および海外の経済・政治情勢などの影響を受けて変動します。ファンドにお
いては、株式の価格変動または流動性の予想外の変動があった場合、重大な損失が生じるリス
クがあります。

・新興国の株式は先進国の株式に比べて、また中小型株式は株式市場全体の平均に比べて価格変
動が大きくなる傾向があり、基準価額にも大きな影響を与える場合があります。

流動性リスク
・市場規模や取引量が少ない状況においては、有価証券の取得、売却時の売買価格は取引量の大

きさに影響を受け、市場実勢から期待できる価格どおりに取引できないリスク、評価価格どお
りに売却できないリスク、あるいは、価格の高低に関わらず取引量が限られてしまうリスクが
あり、その結果、不測の損失を被るリスクがあります。

・新興国の株式は先進国の株式に比べて、また中小型株式は株式市場全体の平均に比べて市場規
模や取引量が少ないため、流動性リスクが高まる場合があります。

信用リスク
・投資した企業の経営などに直接・間接を問わず重大な危機が生じた場合には、ファンドにも重

大な損失が生じるリスクがあります。デフォルト（債務不履行）や企業倒産の懸念から、発行
体の株式などの価格は大きく下落（価格がゼロになることもあります。）し、ファンドの基準
価額が値下がりする要因となります。

為替変動リスク
・外貨建資産については、一般に外国為替相場が当該資産の通貨に対して円高になった場合には、

ファンドの基準価額が値下がりする要因となります。
・一般に新興国の通貨は、先進国の通貨に比べて為替変動が大きくなる場合があります。
カントリー・リスク
・投資対象国における非常事態など（金融危機、財政上の理由による国自体のデフォルト、重大

な政策変更や資産凍結を含む規制の導入、自然災害、クーデターや重大な政治体制の変更、戦
争など）を含む市況動向や資金動向などによっては、ファンドにおいて重大な損失が生じるリ
スクがあり、投資方針に従った運用ができない場合があります。

・一般に新興国は、情報の開示などが先進国に比べて充分でない、あるいは正確な情報の入手が
遅延する場合があります。

・上海や深センのストックコネクト（株式相互取引制度）を通じた中国Ａ株への投資においては、
取引可能な銘柄が限定されていることに加えて、投資枠や取引可能日の制約、長期にわたって
売買停止措置がとられる可能性などにより、意図した通りの取引ができない場合があります。
また、ストックコネクト特有の条件や制限は、今後、中国当局の裁量などにより変更となる可
能性があります。さらに、ストックコネクトにおける取引通貨はオフショア人民元となり、Ｑ
ＦＩＩ制度の取引通貨である中国本土のオンショア人民元の為替レートの値動きとは乖離する
場合があります。こうした要因から、ファンドの基準価額に影響を与える可能性があります。

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。



　データは2026年1月30日現在
マンスリーレポート 10/12

○その他の留意事項
・当資料は、投資者の皆様に「デジタル・トランスフォーメーション株式ファンド（愛称：ゼロ・
コンタクト）」へのご理解を高めていただくことを目的として、アモーヴァ・アセットマネジメ
ントが作成した販売用資料です。

・当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）
の適用はありません。

・投資信託は、預金や保険契約とは異なり、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象
ではありません。また、銀行など登録金融機関で購入された場合、投資者保護基金の支払いの対
象とはなりません。

・分配金は、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、
基準価額は下がります。分配金は、計算期間中に発生した運用収益を超えて支払われる場合があ
ります。投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本
の一部払戻しに相当する場合があります。

・投資信託の運用による損益は、すべて受益者の皆様に帰属します。当ファンドをお申込みの際に
は、投資信託説明書（交付目論見書）などを販売会社よりお渡ししますので、内容を必ずご確認
の上、お客様ご自身でご判断ください。

設定・運用は アモーヴァ・アセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第368号

加入協会：一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会
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　投資信託説明書(交付目論見書)のご請求・お申込みは

株式会社あいち銀行
株式会社青森みちのく銀行
あかつき証券株式会社
株式会社イオン銀行
（委託金融商品取引業者　マネックス証券株式会社）
岩井コスモ証券株式会社
ＳＭＢＣ日興証券株式会社
株式会社ＳＢＩ証券
※右の他に一般社団法人日本ＳＴＯ協会にも加入
株式会社ＳＢＩ新生銀行
（委託金融商品取引業者　株式会社ＳＢＩ証券）
（委託金融商品取引業者　マネックス証券株式会社）
ＦＦＧ証券株式会社
株式会社大垣共立銀行
ＯＫＢ証券株式会社
おかやま信用金庫
株式会社香川銀行
株式会社鹿児島銀行

（委託金融商品取引業者　九州ＦＧ証券株式会社）
株式会社神奈川銀行
株式会社北九州銀行
岐阜信用金庫
九州ＦＧ証券株式会社
京銀証券株式会社
株式会社京都銀行
株式会社京都銀行
（委託金融商品取引業者　京銀証券株式会社）
株式会社きらぼし銀行
株式会社きらぼし銀行
（委託金融商品取引業者
きらぼしライフデザイン証券株式会社）
きらぼしライフデザイン証券株式会社
株式会社きらやか銀行
呉信用金庫
ぐんぎん証券株式会社
株式会社群馬銀行
株式会社京葉銀行
埼玉縣信用金庫
株式会社三十三銀行
Ｊトラストグローバル証券株式会社
株式会社滋賀銀行
七十七証券株式会社
株式会社清水銀行
株式会社十六銀行
城北信用金庫
株式会社常陽銀行

（委託金融商品取引業者　めぶき証券株式会社）
株式会社第四北越銀行
第四北越証券株式会社
株式会社大東銀行
大和証券株式会社
※右の他に一般社団法人日本ＳＴＯ協会にも加入
株式会社千葉銀行
中銀証券株式会社
株式会社東京スター銀行
株式会社東北銀行
株式会社徳島大正銀行
株式会社トマト銀行
株式会社富山銀行
長野信用金庫
南都まほろば証券株式会社
野村證券株式会社
八十二証券株式会社
株式会社八十二長野銀行
株式会社八十二長野銀行
（委託金融商品取引業者　八十二証券株式会社）
浜銀ＴＴ証券株式会社
株式会社肥後銀行

（委託金融商品取引業者　九州ＦＧ証券株式会社）
株式会社百五銀行
百五証券株式会社
兵庫信用金庫
平塚信用金庫
ひろぎん証券株式会社
株式会社広島銀行
福井信用金庫
ＰａｙＰａｙ銀行株式会社
ＰａｙＰａｙ証券株式会社

○

登録金融機関 中国財務局長（登金）第25号

東海財務局長（登金）第10号

登録金融機関

登録金融機関

登録金融機関
登録金融機関
登録金融機関

登録金融機関

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2883号

登録金融機関 関東財務局長（登金）第49号 ○

○

関東財務局長（金商）第1977号

○

登録金融機関 関東財務局長（登金）第579号 ○

四国財務局長（登金）第10号

○ ○

東北財務局長（登金）第8号登録金融機関

中国財務局長（登金）第11号 ○

関東財務局長（金商）第21号金融商品取引業者

登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号

○

関東財務局長（金商）第142号

○

登録金融機関 東海財務局長（登金）第35号 ○

登録金融機関

登録金融機関

登録金融機関 東海財務局長（登金）第3号

○

○ ○ ○

○

○

○

○

○ ○

○

関東財務局長（金商）第44号 ○

○

○

関東財務局長（登金）第202号 ○

関東財務局長（登金）第46号
関東財務局長（登金）第56号

○

○

登録金融機関

近畿財務局長（金商）第392号 ○

金融商品取引業者

金融商品取引業者

金融商品取引業者 福岡財務支局長（金商）第5号 ○

登録金融機関

○

○

四国財務局長（登金）第7号

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○

○

登録金融機関

登録金融機関

九州財務局長（登金）第2号

○

中国財務局長（登金）第19号

○

登録金融機関

関東財務局長（登金）第53号

金融商品取引業者

○

○

金融商品取引業者 九州財務局長（金商）第18号 ○

関東財務局長（登金）第55号 ○

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
日本

投資顧問業
協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種

金融商品
取引業協会

金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○ ○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第67号 ○ ○

東海財務局長（登金）第12号 ○ ○

○

登録金融機関
登録金融機関 東北財務局長（登金）第1号 ○

登録金融機関

登録金融機関 東北財務局長（登金）第15号
関東財務局長（金商）第3198号

登録金融機関

金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第191号 ○

近畿財務局長（登金）第10号 ○

登録金融機関

○登録金融機関

○

○関東財務局長（金商）第2251号

金融商品取引業者
登録金融機関

東海財務局長（登金）第16号

○

登録金融機関

福岡財務支局長（登金）第117号 ○

登録金融機関

登録金融機関

関東財務局長（登金）第47号 ○
関東財務局長（金商）第128号 ○

関東財務局長（金商）第108号

○近畿財務局長（登金）第10号

○

○

関東財務局長（登金）第53号

関東財務局長（金商）第2938号 ○

東北財務局長（金商）第37号 ○
近畿財務局長（登金）第11号 ○

○東海財務局長（登金）第6号

登録金融機関

東海財務局長（登金）第7号

関東財務局長（登金）第45号登録金融機関

金融商品取引業者

○

○

登録金融機関
金融商品取引業者
登録金融機関 東北財務局長（登金）第17号

○

○

登録金融機関 関東財務局長（登金）第147号 ○

○

登録金融機関 ○ ○

○

○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第35号 ○ ○

金融商品取引業者

金融商品取引業者

○

金融商品取引業者

金融商品取引業者

○

○

九州財務局長（登金）第3号

○
○

中国財務局長（金商）第6号

金融商品取引業者

○

登録金融機関 中国財務局長（登金）第5号
北陸財務局長（登金）第32号

登録金融機関 関東財務局長（登金）第49号 ○

登録金融機関 関東財務局長（登金）第196号

登録金融機関
○

金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第134号 ○

○

近畿財務局長（金商）第25号

○

○

○ ○ ○
○

関東財務局長（登金）第256号 ○

金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第20号 ○

○

○

登録金融機関 近畿財務局長（登金）第81号 ○

金融商品取引業者

○

登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

北陸財務局長（登金）第1号 ○

○
関東財務局長（登金）第39号



※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

　データは2026年1月30日現在
マンスリーレポート 12/12

　投資信託説明書(交付目論見書)のご請求・お申込みは

松井証券株式会社
マネックス証券株式会社
株式会社三井住友銀行
三井住友信託銀行株式会社
三菱ＵＦＪ ｅスマート証券株式会社
株式会社宮崎銀行
ｍｏｏｍｏｏ証券株式会社
むさし証券株式会社
めぶき証券株式会社
株式会社もみじ銀行
株式会社山口銀行
大和信用金庫
株式会社ＵＩ銀行
（委託金融商品取引業者
きらぼしライフデザイン証券株式会社）
（オンラインサービス専用）
楽天証券株式会社
ワイエム証券株式会社

関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○

中国財務局長（登金）第6号

○
九州財務局長（登金）第5号 ○

○関東財務局長（登金）第54号

一般社団法人
日本

投資顧問業
協会

○

登録金融機関

○ ○ ○

金融商品取引業者

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

一般社団法人
第二種

金融商品
取引業協会

○ ○
○

一般社団法人
金融先物

取引業協会

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○

日本証券業
協会

○ ○
登録金融機関 近畿財務局長（登金）第88号 ○

登録金融機関 関東財務局長（登金）第673号 ○

登録金融機関 関東財務局長（登金）第649号 ○ ○ ○

登録金融機関 中国財務局長（登金）第12号 ○ ○

登録金融機関
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3335号 ○ ○
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第105号 ○ ○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第1771号 ○

登録金融機関

金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第8号 ○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号


